
第２回 牧之原市水道事業審議会 

次第 

 

日時：令和８年５月 28日(木) 午後２時 

場所：牧之原市役所榛原庁舎４階会議室 

 

１ 開  会 
 
 

２ 会長挨拶 
 
 

３ 議  事 

 

（１）第１回審議会会議録の確認 

  

（２）経営戦略と料金改定について 資料１ 

 

 

４ そ の 他 

 

 

５ 閉  会 

(案) 



経営戦略と料金改定について

資料１

第２回 牧之原市水道事業審議会

令和 ８ 年 ５月２8日（木）
牧之原市役所 建設部水道課
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１ 水道事業経営の基本原則

経済性 公共性 独立
採算制

①効率的・合理的な経営
・適正な料金設定（原価主義）

・施設更新の最適化（アセットマネジメ
ント）
・省エネ・省力化、DXによる効率化
など

②安全・安定供給の確保
・安全な水の安定供給
・災害に強い水道
など

③独立採算制
・水道料金収入で事業費を賄う
・一般会計からの繰入れは最小限

・受益者負担の原則に基づく料金
体系
など



購入費用 抑制 購入費用 抑制

業務委託費 抑制 業務委託費 抑制

２ 前回審議会のご意見等について (1) 経費節減について
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漏水調査

漏水調査費用 抑制

大井川圏域共同発注 ５市共同発注



水道事業会計の仕組み
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旧相良町
上水道事業

上水道事業
旧榛原町

上水道事業

②大井上水道
企業団

③吉田町
上水道事業

静岡県営
榛南水道用水事業

静岡県大井川
広域水道企業団

昭和23年

昭和33年

昭和38年

昭和42年

昭和43年

昭和44年

昭和50年

昭和52年
設立認可

長島ダム建設着手

昭和63年

平成14年

平成17年

令和4年

令和11年
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２ 前回審議会のご意見等について (2) 牧之原市水道事業の沿革

平成24年

④御前崎市
上水道事業

⑤菊川市
上水道事業

平成15年

昭和39年

昭和35年

昭和31年

事業認可

事業認可 事業認可
（榛南３町）

牧之原市上水道事業認可

事業認可

大寄原等簡易水道
を菊川町が管理

事業認可

鬼女･菅山原等
給水開始

組合設立認可
（軍用水道払下げ）

事業認可
(大井川上水道分を取得）

令和６～10年

①牧之原市上水道事業

町内簡易水道を統合

旧浜岡町
上水道事業

旧菊川町
上水道事業

料金改定

通水開始

細江地区給水開始
坂部地区給水開始

大寄原等
上水道給水開始

長島ダム完成

２者統合の協定締結

連結管等整備開始

２，３４９人

②大井上水道
企業団

２，３４９人①牧之原市上水道事業
給水人口３４，５０４人

③吉田町
上水道事業
３，８５２人

④御前崎市
上水道事業
３８１人

⑤菊川市
上水道事業
２５８人

事業開始

一部給水開始

大井川広域水道へ統合予定

県営榛南水道発足に
伴い相良町分を分離

１９，５００㎥

９，０００㎥

１９，２００㎥



牧之原市内の
給水区域と配水系

①牧之原市上水道事業
給水人口３４，５０４人

②大井上水道
企業団

給水人口２，３４９人

④御前崎市
上水道事業

給水人口３８１人

⑤菊川市
上水道事業

給水人口２５８人

市内には５つの給水区域があり、当市水道事業（ ）は、
沿岸部を中心に、最多の給水人口と多くの企業を抱えています。

静岡県営
榛南水道用水事業
(大井川河口）

静岡県大井川
広域水道企業団

（大井川上・中流）

③吉田町
上水道事業

給水人口３，８５２人

榛原庁舎

相良庁舎

１９，５００㎥

９，０００㎥

令和11年以降は、
静岡県大井川
広域水道企業団

のみから
１９，２００㎥受水予定
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① 消費者物価指数【総合と光熱費・食料】の推移 ② 建設工事費デフレーターの推移

③ 今後の消費者物価上昇率の見込み

※国土交通省「建設工事デフレーター（令和8年3月31日付け）」より
※建設工事費デフレーター：建設工事にかかる工事費の変動を示す指数

※内閣府「中長期の経済財政に関する試算(令和8年1月22日経済財政諮問会議提出)」より
※過去投影ケース：上昇率1％程度(直近の景気循環の平均）
※成長移行ケース：上昇率2％程度(過去40年平均）
※高成長実現ケース：上昇率2％程度（日本経済がデフレ状況に入る前の期間の平均）

前回料金改定を行った平成24年度
から令和７年度にかけて、消費者物
価指数は総合で約18％、光熱費で約
25％、食料で約42％の上昇となって
いる。
また、建設工事デフレーターは平

成24年度から令和６年度にかけて、
建設総合で約37％、上・工業用水道
で約40％の上昇となっている。

２ 前回審議会のご意見等について (3) 物価等の推移

※e-stat「2025年基準消費者物価指数年報」より
※R4からR5に光熱費が減少したのは、国による激変緩和対策(R5.1月～R6.4月)の影響

光熱費

【総合と光熱費と食料】
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本日審議いただきたい事項

• 料金改定の必要性について
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３ 水道料金算定について

状況把握 更新計画 財政計画 料金算定

経営状況分析
課題抽出など

更新箇所検討
更新費用算出
補助要件の確認

など

給水需要予測
算定期間収支
中長期収支
の計画策定など

原価の算定
料金体系の検討
料金改定の審議

など

概ね
３～５年
見直し
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損益計算 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 Ｒ15 Ｒ16

収益合計 （Ａ＋Ｂ） 904 911 915 874 869 859 852 844 838 828 820 812

営業収益 （Ａ） 858 840 873 831 826 817 810 803 798 789 781 775

うち水道料金 857 839 872 830 826 816 809 802 797 788 781 774

営業外収益 （Ｂ） 46 71 42 43 43 42 42 41 40 39 39 37

費用合計 （Ｃ） 907 925 927 944 936 935 929 911 913 911 912 911

営業費用 （Ｄ） 89２ 910 915 932 922 919 911 890 891 887 887 885

うち受水費 506 503 507 517 518 517 486 486 488 486 486 486

うち減価償却費等 257 255 259 255 257 261 262 261 260 257 256 253

営業外費用 （Ｅ） 15 15 12 12 14 16 18 21 22 24 25 26

うち支払利息 15 13 12 12 14 16 18 21 22 24 25 26

利益 ▲3 ▲14 ▲11 ▲69 ▲66 ▲75 ▲77 ▲67 ▲75 ▲83 ▲91 ▲99

建設工事に係る収支 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 Ｒ15 Ｒ16

収入 102 87 82 172 172 172 172 122 122 122 122 122

うち企業債借入金 90 30 73 160 160 160 160 110 110 110 110 110

うちその他収入 12 57 9 12 12 12 12 12 12 12 12 12

支出 371 253 366 519 525 507 505 502 508 511 513 510

うち工事に係る支出 175 67 153 330 330 330 330 230 230 230 230 230

うち借入元金償還金 133 122 123 102 99 98 95 94 93 91 89 86

工事収支不足額 ▲268 ▲166 ▲283 ▲347 ▲352 ▲335 ▲333 ▲380 ▲386 ▲389 ▲390 ▲388

資金フロー Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 Ｒ15 Ｒ16

年度末現金預金 1,006 969 919 806 690 596 505 367 223 74 ▲76 ▲226

当年度の増減額 ▲34 ▲37 ▲50 ▲113 ▲116 ▲94 ▲91 ▲138 ▲144 ▲149 ▲150 ▲150

単位：百万円

(1) 現行料金の場合4 財政計画について

出典：令和７年２月策定「牧之原市水道事業 経営戦略」
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損益計算 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 Ｒ15 Ｒ16

収益合計 （Ａ＋Ｂ） 904 911 915 874 1,034 1,023 1,013 1,004 997 1,080 1,070 1,059

営業収益 （Ａ） 858 840 873 831 991 981 971 963 957 1,041 1,031 1,022

うち水道料金 857 839 872 830 991 979 971 962 956 1,040 1,031 1,021

営業外収益 （Ｂ） 46 71 42 43 43 42 42 41 40 39 39 37

費用合計 （Ｃ） 907 925 927 944 936 936 931 914 916 915 916 915

営業費用 （Ｄ） 89２ 910 915 932 922 919 911 891 891 888 887 885

うち受水費 506 503 507 517 518 517 486 486 488 486 486 486

うち減価償却費等 257 255 259 255 257 261 262 261 260 257 256 253

営業外費用 （Ｅ） 15 15 12 12 14 17 20 23 25 27 29 30

うち支払利息 15 13 12 12 14 17 20 23 25 27 29 30

利益 ▲3 ▲14 ▲11 ▲69 98 86 82 90 80 165 154 144

建設工事に係る収支 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 Ｒ15 Ｒ16

収入 102 87 82 202 202 202 202 142 142 142 142 142

うち企業債借入金 90 30 73 190 190 190 190 130 130 130 130 130

うちその他収入 12 57 9 12 12 12 12 12 12 12 12 12

支出 371 253 366 519 525 507 505 502 508 512 514 513

うち工事に係る支出 175 67 153 330 330 330 330 230 230 230 230 230

うち借入元金償還金 133 122 123 102 99 98 95 94 93 92 91 89

工事収支不足額 ▲268 ▲166 ▲283 ▲317 ▲322 ▲305 ▲303 ▲360 ▲366 ▲370 ▲372 ▲371

資金フロー Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 Ｒ15 Ｒ16

年度末現金預金 1,006 969 919 836 750 702 728 693 660 611 643 665

当年度の増減額 ▲34 ▲37 ▲50 ▲83 ▲86 ▲48 26 ▲35 ▲33 ▲49 32 22

単位：百万円

(2) 料金改定R9:20％・R14:10％の場合4 財政計画について

出典：令和７年２月策定「牧之原市水道事業 経営戦略」
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現行料金の場合

4 財政計画について

料金改定した場合

令和７年２月に策定した「牧之原市水道事業 経営戦略」に基づくと、令和9年度に
20％、令和14年度に10％の料金改定が必要となる見通しである。
料金改定を行うことで、建設事業計画を進めることができ、建設改良費不足分に充て

る財源や資金繰りに必要な資金を確保できる。
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次回の審議予定内容

• 建設更新計画の見通しについて

• 中・長期の財政計画の見通しについて

• 料金改定の詳細について


